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新 旧 備考 

貿易保険に係る保険契約締結の内諾について 

平成13年４月１日 01‐制度‐00060 

沿革 （略） 

平成26年９月24日 一部改正 

貿易保険に係る保険契約締結の内諾について 

平成13年４月１日 01-制度-00060 

沿 革 （略） 

 

貿易一般保険（個別）手続細則（平成 13 年４月１日 01‐制度‐

00021）第１条、貿易一般保険包括保険（鋼材）手続細則（平成 13年４

月１日 01‐制度‐00023）第１条、貿易一般保険包括保険（機械設備・

鉄道車両・船舶：一般案件）手続細則（平成 13 年４月１日 01‐制度

‐00025）第１条、貿易一般保険包括保険（企業総合）手続細則（平成

13 年４月１日 01‐制度‐00027）第５条、貿易一般保険包括保険（技

術提供契約等）手続細則（平成 13年４月１日 01‐制度‐00028）第１

条、貿易代金貸付保険手続細則（平成 17年４月１日 05‐制度‐00015）

第１条、輸出保証保険手続細則（平成 13年４月１日 01‐制度‐00030）

第１条、前払輸入保険手続細則（平成 13年４月１日 01‐制度‐00031）

第１条、海外投資保険手続細則（平成 13年４月１日 01‐制度‐00032）

第１条及び海外事業資金貸付保険手続細則（平成 13 年４月１日 01‐

制度‐00033）第１条の規定に基づく内諾については、次のとおりとす

る。 

 貿易一般保険（個別）手続細則第１条、貿易一般保険包括保険（鋼材）

手続細則第１条、貿易一般保険包括保険（機械設備・鉄道車両・船舶：

一般案件）手続細則第１条、貿易一般保険包括保険（企業総合）手続細

則第５条、貿易一般保険包括保険（技術提供契約等）手続細則第１条、

貿易代金貸付保険手続細則第１条、輸出保証保険手続細則第１条、前払

輸入保険手続細則第１条、海外投資保険手続細則第１条及び海外事業資

金貸付保険手続細則第１条の規定に基づく内諾については、次のとおり

とする。 

 

第１条 （略） 第１条 （略）  

（内諾） 

第２条 日本貿易保険は、内諾の申請が行われた案件について一定の条

件に基づき貿易保険の引受けを行うことが妥当と判断したときは、内

諾を行うものとする。 
２ 前項の規定に基づく内諾は、日本貿易保険が発行する内諾書により

行うものとし、内諾の日から効力を生ずる。 
３ 貿易代金貸付保険（２年以上）又は海外事業資金貸付保険の内諾に

おいて、貸付契約等の内容が確定したときは、別紙様式第３「貿易代

金貸付保険（２年以上）・最終条件確認書」又は別紙様式第４「海外

事業資金貸付保険・最終条件確認書」を本店に提出しなければならな

い。ただし、日本貿易保険が特に認めた場合はこの限りでない。 
４ 日本貿易保険は、前項の最終条件確認書の内容に従い、保険契約を

（内諾） 

第２条  日本貿易保険は、内諾の申請が行われた案件について一定の条

件に基づき貿易保険の引受けを行うことが妥当と判断したときは、内

諾を行うものとする。 

２ 前項の規定に基づく内諾は、日本貿易保険が発行する内諾書により

行うものとし、内諾の日から効力を生ずる。 

３ 貿易代金貸付保険（2年以上）又は海外事業資金貸付保険の内諾に

おいて、貸付契約の内容が確定したときは、別紙様式第３「貿易代金

貸付保険（2 年以上）・最終条件確認書」又は別紙様式第４「海外事

業資金貸付保険・最終条件確認書」を本店に提出しなければならない。 

 

４ 日本貿易保険は、前項の最終条件確認書の内容に従い、保険契約を
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締結するものとする。 締結するものとする。 

（内諾の有効期間） 

第３条 内諾の有効期間は、貿易一般保険、貿易代金貸付保険、輸出保

証保険、前払輸入保険、海外事業資金貸付保険及び海外投資保険に係

る内諾にあっては内諾の日から６月とする。ただし、日本貿易保険が

既に内諾書を発行した同一の案件につき別の内諾書を発行したとき

又は第５条の規定に基づき内諾を取り消したときは失効する。 

（内諾の有効期間） 

第３条 内諾の有効期間は、貿易一般保険、貿易代金貸付保険、輸出保

証保険、前払輸入保険、海外事業資金貸付保険及び海外投資保険に係

る内諾にあっては内諾の日から６月とする。ただし、日本貿易保険が

既に内諾を発行した同一の案件につき別の内諾を発行したとき又は

第５条の規定に基づき内諾を取り消したときは失効する。 

 

第４条 （略） 第４条 （略）  
（内諾の変更及び取消し） 

第５条 日本貿易保険は、次のいずれかに該当するとき又は第４条の規

定に基づく通知を受けたときは、内諾の変更又は取消しを行うことが

できる。 
一 てん補危険に係る国（仕向国、貸付先国、技術等提供先国、支払

国、保証国、前払輸入契約の相手国、被保険投資の相手方の所在国

又は事業地国等をいう。以下同じ。）の政治、経済、社会等の情勢

の変化により、日本貿易保険が当該国に係る保険の引受を停止又は

保留にしたとき。 
二 てん補危険に係る契約等（輸出契約、仲介貿易契約若しくは技術

提供契約（以下「輸出契約等」という。）、貿易代金貸付金債権等若

しくは海外事業資金貸付金債権等に係る契約若しくは借入金等に

係る契約（以下「貸付契約等」という。）又は前払輸入契約をいう。）

に関係する者（輸出契約等の相手方、貿易代金貸付若しくは海外事

業資金貸付の相手方、保証債務に係る主たる債務者、保証者（ただ

し、被保険者を除く。）又は前払輸入契約の相手方等をいう。）の信

用状態の悪化又は悪化のおそれがあると日本貿易保険が認めたと

き。 
三 前二号に掲げるもののほか、てん補危険に係る損失が発生し、又

は発生のおそれが高まったと日本貿易保険が認めたとき。 
四 日本貿易保険がてん補危険に係る国の地域差料率（国分類）を危

険の度がより高いものに変更した場合であって、その変更時におい

て内諾案件が競争の状況にないと日本貿易保険が認めたとき又は

日本貿易保険が当該国分類を危険の度がより低いものに変更した

場合であって、その変更時において輸出契約等、貸付契約等、保証

（内諾の変更及び取消し） 

第５条  日本貿易保険は、次のいずれかに該当するとき又は第４条の規

定に基づく通知を受けたときは、内諾の変更又は取消しを行うことが

できる。 

  一 てん補危険に係る国（仕向国、貸付先国、技術等提供先国、支払

国、保証国、前払輸入契約の相手国、事業地国等をいう。以下同

じ。）の政治、経済、社会等の情勢の変化により、日本貿易保険が

当該国に係る保険の引受を停止又は保留にしたとき。 

 

  二 てん補危険に係る契約等（輸出契約等、貸付契約、前払輸入契約、

海外事業資金貸付に係る貸付契約又は保証契約をいう。）に関係す

る者（契約又は海外事業資金貸付の相手方、保証債務に係る主た

る債務者、保証者等をいう。）の信用状態の悪化又は悪化のおそれ

があると日本貿易保険が認めたとき。 

 

 

 

 

 三  前二号に掲げるもののほか、てん補危険に係る損失が発生し、又

は発生のおそれが高まったと日本貿易保険が認めたとき。 

 四 日本貿易保険がてん補危険に係る国の地域差料率（国分類）を危

険の度がより高いものに変更した場合であって、その変更時にお

いて内諾案件が競争の状況にないと日本貿易保険が認めたとき又

は日本貿易保険が当該国分類を危険の度がより低いものに変更し

た場合であって、その変更時において輸出契約等、貸付契約、前
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契約又は前払輸入契約が締結されていないとき。 
 
五 当該プロジェクトに必要な環境に関する許認可を事業者が取得

できなかったとき又はプロジェクト実施国の環境法規に基づく環

境影響評価が環境監督官庁により承認されなかったとき。 
六 当該国若しくは地域の環境に著しい影響を与える事態又は環境

社会配慮を理由としてプロジェクトの遂行を著しく阻害する事態

が生じたと日本貿易保険が認めたとき。 
七 本案件の内容について、本内諾取得者が故意又は過失により事実

を告げなかったとき又は真実でないことを告げたとき。 
２ 前項の規定に基づく内諾の変更又は取消しは、日本貿易保険が書面

により通知した日から効力を生ずる。 
３ 日本貿易保険は、第１項の規定に基づく内諾の変更又は取消しによ

って内諾取得者の被る一切の損失及び損害の責めを負わない。 

払輸入契約又は海外事業資金貸付に係る貸付契約若しくは債権購

入契約若しくは保証契約が締結されていないとき。 

  五 当該プロジェクトに必要な環境に関する許認可を事業者が取得

できなかったとき又はプロジェクト実施国の環境法規に基づく環

境影響評価が環境監督官庁により承認されなかったとき。  

 六 当該国若しくは地域の環境に著しい影響を与える事態又は環境

社会配慮を理由としてプロジェクトの遂行を著しく阻害する事態

が生じたと日本貿易保険が認めたとき。 

 七 本案件の内容について、本内諾取得者が故意又は過失により事実

を告げなかったとき又は真実でないことを告げたとき。 

２ 前項の規定に基づく内諾の変更又は取消しは、日本貿易保険が書面

により通知した日から効力を生ずる。 

３ 日本貿易保険は、第１項の規定に基づく内諾の変更又は取消しによ

って内諾取得者の被る一切の損失及び損害の責めを負わない。 

第６条 ～ 第７条 （略） 

 

附 則 

この改正は、平成26年10月１日から実施する。 

 

第６条 ～ 第７条 （略）  
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別表１ 

保険の種類 内諾申請書の様式 

貿
易
一
般
保
険 

決済期間が２年未満の輸出

契約等であって、かつ、引

受基準外である案件又は一

の契約に含まれる輸出契

約、仲介貿易契約及び技術

提供契約の合計金額が500

億円を超える案件 

別紙様式第１及び２‐１ 

決済期間が２年以上の輸出

契約等に係る案件 
別紙様式第１及び２‐２ 

貿
易
代
金
貸
付
保
険 

償還期間が２年未満の貸付

契約であって、かつ、引受

基準外である案件 別紙様式第１及び２‐３ 

償還期間が２年以上の貿易

代金貸付又は保証債務の負

担に係る案件のうち、プロ

ジェクト・ファイナンス以

外の案件 

別紙様式第１及び２‐４‐(1) 

償還期間が２年以上の貿易

代金貸付又は保証債務の負

担に係る案件のうち、プロ

ジェクト・ファイナンス案

件 

別紙様式第１及び２‐４‐(2) 

輸出保証保険 別紙様式第１及び２‐５ 

前払輸入保険 

（ただし、前払金の支払日から輸

出国において貨物を船積する日ま

での期間（以下「支払日から船積

日までの期間」という。）が２年未

満であって、かつ、引受基準内で

別紙様式第１及び２‐６ 

別表１ 

保 険 の 種 類 内諾申請書の様式 

貿
易
一
般
保
険 

決済期間が２年未満の輸出

契約、技術提供契約又は仲

介貿易契約（以下「輸出契

約等」という。」であって、

かつ、引受基準外である案

件及び契約金額が500億円

を超える案件 

別紙様式第１及び２－１ 

決済期間が２年以上の輸出

契約等に係る案件 
別紙様式第１及び２－２ 

貿
易
代
金
貸
付
保
険 

償還期間が２年未満の輸出

代金貸付契約又は仲介貿易

代金貸付契約であって、か

つ、引受基準外である案件 

別紙様式第１及び２－３ 

償還期間が２年以上の輸出

代金貸付契約又は仲介貿易

代金貸付契約に係る案件 

別紙様式第１及び２－４―(1) 

又は 

別紙様式第１及び２－４―(2) 

輸出保証保険 別紙様式第１及び２－５ 

前払輸入保険 

（ただし、前払金の支払日から輸

出国において貨物を船積する日ま

での期間（以下「支払日から船積

日までの期間」という。）が２年未

満であって、かつ、引受基準内で

別紙様式第１及び２－６ 
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ある案件を除く。） 

海
外
事
業
資
金
貸
付
保
険 

プロジェクト・ファイナン

ス以外の案件 
別紙様式第１及び２‐７‐(1) 

プロジェクト・ファイナン

ス案件 
別紙様式第１及び２‐７‐(2) 

海外投資保険 別紙様式第１及び２‐８ 
 

ある案件を除く。） 

海外事業資金貸付保険 

別紙様式第１及び２－７―(1)

又は 

別紙様式第１及び２－７―(2) 

海外投資保険 別紙様式第１及び２－８ 
 

 

別表２ 

案件 提出先 

貿
易
一
般
保
険 

１． ２年以上案件 本店 

２
． 

２
年
未
満
案
件 

(1)貿易一般保険包括保険（鋼材）特約

書若しくは貿易一般保険包括保険

（技術提供契約等）特約書の対象と

なる契約若しくは貿易一般保険包括

保険（技術提供契約等）特約書の対

象とならない技術提供契約を含む一

の契約又は知的財産権等特約（輸出

契約又は仲介貿易契約）を付す案件 

本店 

(2) (1)以外の案件 

① 契約金額が 10

億円以上の案

件又は原子力

案件 

本店 

② ①以外の案件 
本店又は 

大阪支店 

貿易一般保険以外 本店 

 

 

 

別表２ 

案   件 提出先 

貿
易
一
般
保
険 

１．２年以上案件 本店 

２
．
２
年
未
満
案
件 

(1)貿易一般保険包括保険（鋼材）特約

書若しくは貿易一般保険包括保険

（技術提供契約等）特約書の対象と

なる輸出契約等若しくは貿易一般保

険包括保険（技術提供契約等）特約

書の対象とならない技術提供契約又

は知的財産権等特約（輸出契約又は

仲介貿易契約）を付す案件 

本店 

(2) (1)以外の案件 

① 契約金額が１

０億円以上の

案件又は原子

力案件 

本店 

② ①以外の案件 
本店又は 

大阪支店 

貿易一般保険以外 本店 
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別紙様式第１ （略） 別紙様式第１ （略）  

別紙様式第２‐１ 

 

貿易一般保険（２年未満案件） 

 

１．案件名 

 

２．案件の概要 

（１）～（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者等 

②～⑦ （略） 

（４） （略） 

 

３．～６． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

別紙様式第２－１ 

 

貿易一般保険（２年未満案件） 

 

１．案件名 

 

２．案件の概要 

（１）～（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者 

②～⑦ （略） 

（４） （略） 

 

３．～６． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第２‐２ 

 

貿易一般保険（２年以上（Ｓ／Ｃ）案件） 

 

１．案件名 

 

２．案件の概要 

（１）～（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者等 

②～⑦ （略） 

（４）～（６） （略） 

 

３．～６． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

別紙様式第２－２ 

 

貿易一般保険（２年以上（Ｓ／Ｃ）案件） 

 

１．案件名 

 

２．案件の概要 

（１）～（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者 

②～⑦ （略） 

（４）～（６） （略） 

 

３．～６． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第２‐３ 

 

貿易代金貸付（貸付金債権等）保険（２年未満・基準外案件） 

 

１．案件名 

 

２．輸出契約等の概要 

（１）関係国 

①仕向国 

②～③ （略） 

（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者等 

②～⑤ （略） 

⑥信用状発行銀行（及びバイヤーコード、格付） 

（４）契約金額等 

①契約金額及びその内訳（表略） 

②決済方法 

 

３．ファイナンス概要 

① （略） 

②貸付金等の額 

③ （略） 

④貸付者 

⑤貸付先国並びに貿易代金貸付の相手方（及びバイヤーコード、格

付） 

⑥～⑦ （略） 

⑧保証国並びに保証者（及び保証者のバイヤーコード、格付） 

 

４． （略）  

 

５．貿易代金貸付の相手方の概要 

別紙様式第２－３ 

 

貿易代金貸付保険（２年未満・基準外案件） 

 

１．案件名 

 

２．案件の概要 

（１）関係国 

①仕向国・貸付先国 

②～③ （略） 

（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者 

②～⑤ （略） 

 

（４）受領金額等 

①受領金額及びその内訳（表略） 

②受領方法 

 

３．ファイナンスの概要 

① （略） 

②貸付金額 

③ （略） 

④貸出者 

⑤借入者 

 

⑥～⑦ （略） 

⑧支払保証（及び保証者のバイヤーコード、格付） 

 

４． （略） 

 

５．借入者の概要 
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新 旧 備考 

①～⑧ （略） 

 

６．保証者の概要 

（注）支払保証がある場合に、「５．貿易代金貸付の相手方の概要」

に準じて記載のこと。 

 

７．～８． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

①～⑧ （略） 

 

６．保証者の概要 

（注）支払保証がある場合に、「５．借入者の概要」に準じて記載

のこと。 

 

７．～８． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第２‐４‐（１） 

 

貿易代金貸付（貸付金債権等・保証債務）保険（２年以上案件） 

 

１． （略）  

 

２．輸出契約等の概要 

（１）関係国 

①仕向国 

②～③ （略） 

（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者等 

② （略） 

③輸出契約等の相手方 

④ （略） 

⑤代金支払者 

⑥ （略） 

（４）契約金額等 

①契約金額及びその内訳（表略） 

②決済方法 

 

３．ファイナンス概要 

① （略） 

②貸付金等又は保証債務の負担の額 

③為替レート 

（注）内諾申請時において貸付契約等が締結されている場合は貸付

契約等の締結の日、締結されていない場合は内諾申請の日に

おける外国為替相場（銀行が公表する対顧客直物電信買相場

の始値：ＴＴＢ）を記載。 

④貸付者等（貸付者、債券等の取得者又は保証債務の負担者。以下

同じ。）及び保証債務の場合にあっては当該保証に係る債権者(予

定） 

別紙様式第２－４－（１） 

 

貿易代金貸付保険（２年以上案件） 

 

１． （略） 

 

２．案件の概要 

（１）関係国 

①仕向国・貸付先国 

②～③ （略） 

（２） （略） 

（３）輸出契約等に係る関係者 

①輸出者 

② （略） 

③輸出契約等の相手方（及びバイヤーコード、格付） 

④ （略） 

⑤代金支払者（及びバイヤーコード、格付） 

⑥ （略） 

（４）受領金額等 

①受領金額及びその内訳（表略） 

②受領方法 

 

３．ファイナンスの概要 

① （略） 

②貸付金額 

③為替レート 

（注）内諾申請時において貸付契約が締結されている場合は貸付

契約の締結の日、締結されていない場合は内諾申請の日に

おける外国為替相場（銀行が公表する対顧客直物電信買相

場の始値：ＴＴＢ）を記載。 

④貸付者(予定） 

 

 

 



貿易保険に係る保険契約締結の内諾について・新旧対照表 

11 

新 旧 備考 

⑤代金貸付の相手方等（貿易代金貸付の相手方又は保証債務に係る

主たる債務者。以下同じ。）（及びバイヤーコード、格付）並び

にその所在国 

⑥貸付先国等（代金貸付の相手方等の所在国） 

⑦償還方法 

⑧金利 

⑨保証者（及びバイヤーコード、格付）並びにその所在国 

⑩協調先 

 

４． （略） 

 

５．代金貸付の相手方等の概要 

①～⑧ （略） 

 

６．保証者の概要 

（注）支払保証（保険の対象となる保証債務を除く。）がある場合に、

「５．代金貸付の相手方等の概要」に準じて記載のこと。 

 

７．バイヤーの概要（バイヤーと代金貸付の相手方等が同一の場合は記

入不要） 

①～⑧ （略） 

 

８． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

⑤借入者 

 

 

 

⑥償還方法 

⑦金利 

⑧支払保証（及び保証者のバイヤーコード、格付） 

⑨協調先 

 

４． （略） 

 

５．借入者の概要 

①～⑧ （略） 

 

６．保証者の概要 

（注）支払保証がある場合に、「５．借入者の概要」に準じて記載のこ

と。 

 

７．バイヤーの概要（バイヤーと借入者が同一の場合は記入不要） 

①～⑧ （略） 

 

 

８． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第２‐４‐（２） 

 

貿易代金貸付（貸付金債権等・保証債務）保険 

（２年以上・プロジェクト・ファイナンス案件） 

 

１．～３． （略） 

４．ファイナンス概要 

①代金貸付の相手方等（貿易代金貸付の相手方又は保証債務に係る主

たる債務者） 

A)～C) （略） 

②貸付金等又は保証債務の負担の額及び貸付者等（貸付者、債券等の

取得者又は保証債務の負担者。以下同じ。）ごとの割合 

A)～C) （略） 

③～⑤ （略） 

５．主要契約 

①主要ファイナンス・ドキュメンツ概要 

A)貸付契約等 

B)貸付者等の間の契約 

C)～H)  （略） 

② （略） 

６．輸出契約等概要 

①輸出者等 

② （略） 

③輸出契約等の相手方 

④～⑥ （略） 

⑦契約金額等 （表略） 

⑧決済方法 

７．～９． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目及び対象案件に該当しない項目については、

その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

別紙様式第２－４－（２） 

 

貿易代金貸付保険 

（２年以上・Non-L/G・プロジェクトファイナンス案件） 

 

１．～３． （略） 

４．ファイナンス概要 

①借入者 

 

A)～C) （略） 

②貸付金額    貸付者 

 

A)～C) （略） 

③～⑤ （略） 

５．主要契約 

①主要ファイナンス・ドキュメンツ概要 

A)貸付契約 

B)貸付者間契約 

C)～H) （略） 

② （略） 

６．輸出契約概要 

①輸出者 

② （略） 

③輸入者 

④～⑥ （略） 

⑦受領金額等 （表略） 

 

７．～９． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目及び対象案件に該当しない項目については、

その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第２‐５ 

 

輸出保証保険 

 

１．～６． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

別紙様式第２－５ 

 

輸出保証保険 

 

１．～６． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 

 

 

 
新 旧 備考 

別紙様式第２‐６ 

 

前払輸入保険 

 

１．～４． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

別紙様式第２－６ 

 

前払輸入保険 

 

１．～４． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第２‐７‐（１） 

 

海外事業資金貸付保険 

 

１． （略） 

 

２．案件の概要 

（１）関係国 

①貸付先国等（海外事業資金貸付の相手方又は保証債務に係る主たる

債務者の所在国。） 

②事業地国 

③保証国 

（２）貸付の内容 

①借入者等（海外事業資金貸付の相手方又は保証債務に係る主たる債

務者。以下同じ。） 

②貸付者等（貸付者、債券等の取得者又は保証債務の負担者。） 

③貸付金等又は保証債務の負担の額 

④～⑧ （略） 

⑨貸付等の期間 

⑩～⑪ （略） 

（３）借入者等の概要 

①～⑩ （略） 

⑪貸付者等との取引関係 

⑫ （略） 

（４）保証者（被保険者を除く。）の概要 

（注）借入者等の概要に準じて記載のこと。 

（５） （略） 

 

３．～９． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

別紙様式第２－７－（１） 

 

海外事業資金貸付保険 

 

１． （略） 

 

２．案件の概要 

（１）関係国 

①貸付先国（事業地国） 

 

 

②保証国 

（２）貸付の内容 

①借入者 

 

②貸出者 

③貸付金の額 

④～⑧ （略） 

⑨貸付期間 

⑩～⑪ （略） 

（３）借入者の概要 

①～⑩ （略） 

⑪貸付者との取引関係 

⑫ （略） 

（４）保証者の概要 

（注）借入者の概要に準じて記載のこと。 

（５） （略） 

 

３．～９． （略）  

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第２‐７‐（２） 

 

海外事業資金貸付保険 

（プロジェクト・ファイナンス案件） 

 

１．～３． （略） 

 

４．ファイナンス概要 

①資金貸付の相手方等（海外事業資金貸付の相手方又は保証債務に係

る主たる債務者。） 

A)～C) （略） 

②貸付金等又は保証債務の負担の額及び貸付者等（貸付者、債券等の

取得者又は保証債務の負担者。以下同じ。）ごとの割合 

A)～C) （略） 

③返済条件 

A)貸付等期間 

B)～C) （略） 

④ （略） 

⑤保証者（被保険者を除く。） 

 

５．主要契約 

①主要ファイナンス・ドキュメンツ概要 

A)貸付等契約 

B)貸付者等の間の契約 

C)～H) （略） 

② （略） 

 

６．～８． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目及び対象案件に該当しない項目については、

その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

別紙様式第２－７－（２） 

 

海外事業資金貸付保険 

（Non-L/G・プロジェクトファイナンス案件） 

 

１．～３． （略） 

 

４．ファイナンス概要 

①借入者 

 

A)～C) （略） 

②貸付金額   貸付者 

 

A)～C) （略） 

③返済条件 

A)貸付期間 

B)～C) （略） 

④ （略） 

⑤保証者 

 

５．主要契約 

①主要ファイナンス・ドキュメンツ概要 

A)貸付契約 

B)貸付者間契約 

C)～H) （略） 

② （略） 

 

６．～８． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目及び対象案件に該当しない項目については、

その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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別紙様式第２‐８ 

 

海外投資保険 

 

１．～４． （略） 

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載してください。 

２．～３．（略） 

 

 

別紙様式第２－８ 

 

海外投資保険 

 

１．～４． （略）  

 

（注）１．不明・未定項目については、その旨記載して下さい。 

２．～３．（略） 
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新 旧 備考 

別紙様式第３ 

 

貿易代金貸付保険（２年以上案件）・最終条件確認書 

 

独立行政法人日本貿易保険 御中 

 

住所             

氏名             

 

１．案件の概要 

（１）（略） 

（２）輸出契約等の関係国 

仕向国 （国コード：   ） 

支払国 （国コード：   ） 

保証国 （国コード：   ） 

（３）輸出契約等の内容 

輸出貨物等 貨物名とHSコード記入してください。 

輸出者等  

メーカー  

契約相手方  

契約金額  

（４）貸付契約等の内容 

貸付者等 貸付者等を全て列記してください。 

代金貸付の 

相手方等 
 

貸付金等又は 

保証債務の負担

の額 

元本 

（うち市中銀行： ％＝        ） 

貸付者等ごとに金額を列記してください。 

貸付等の実行時

期 
○○○○年○月○日～○○○○年○月○日 

別紙様式第３ 

 

貿易代金貸付保険（２年以上案件）・最終条件確認書 

 

独立行政法人日本貿易保険 御中 

 

住所             

氏名             

 

１．案件の概要 

（１） （略） 

（２）関係国 

仕向国・貸付先国 （国コード：   ） 

支払国 （国コード：   ） 

保証国 （国コード：   ） 

（３）輸出契約等の内容 

輸出貨物 貨物名とHSコード記入してください。 

輸出者  

メーカー  

契約相手方  

契約金額  

（４）貸付契約の内容 

貸出者 貸出者を全て列記してください。 

借入者 
 

 

貸付金額 

貸付元本 

（うち市中銀行： ％＝          ） 

貸出者毎に貸付金額を列記してください。 

貸付実行時期 
○○○○年○月○日～○○○○年○月○日 
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償還方法 
市中分のみ記載。市中完全優先償還。20XX年●月●

日を第１回とする●回均等半年賦 

償還期間 

市中分のみ記載。○○○○年○月○日～○○○○年

○月○日 

（償還期日が非営業日の場合は貸付契約等の定め

に従い、営業日を記入してください） 

金利 固定・変動  ６ヶ月LIBOR+1.05% 

支払保証 保証人の名前を入れてください。 

保険料支払方法 一括払・分割払（第２回支払日 年 月 日） 

 

２．保険の内容 

保険の種類 
貿易代金貸付保険（包括保険・個別保険） 

貸付金債権等・保証債務 

 

国カテゴリー 

 

 

 

付保範囲 

・付保率 
非常危険     ％ 信用危険     ％ 

特約  

債務者格付  

その他条件  

 

 

償還方法 
市中分のみ記載。市中完全優先償還。20XX年●月●

日を第１回とする●回均等半年賦 

償還期間 

市中分のみ記載。○○○○年○月○日～○○○○年

○月○日 

（償還期日が非営業日の場合は貸付契約等の定め

に従い、営業日を記入してください） 

償還金利 固定・変動  ６ヶ月LIBOR+1.05% 

支払保証 保証人の名前を入れてください 

保険料支払方法 一括払・分割払（第２回支払日 年 月 日） 

 

２．保険の内容 

保険の種類 
貿易代金貸付保険（包括保険・個別保険） 

輸出代金貸付契約・仲介貿易代金貸付契約 

貸付金区分 
輸出貨物代金への貸付・技術提供対価への貸付・仲介

貿易貨物代金への貸付 

国分類  

付保範囲 

・付保率 
非常危険     ％ 信用危険     ％ 

特約  

その他条件 債務者格付「●」 
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別紙様式第４ 

 

海外事業資金貸付保険・最終条件確認書 

 

独立行政法人日本貿易保険 御中 

 

住所             

氏名             

 

１．案件の概要 

（１） （略） 

（２）関係国 

貸付先国等  

事業地国  

保証国  

（３）貸付契約等の内容 

資金使途 
 

借入者等  

貸付者等  

借入者等の 

支配関係 
出資比率  ％、役員派遣○人/  人中 

保証者  

貸付金等又は 

保証債務の負担の

額 

 

金利  

貸付等の実行時期 ○○○○年○月○日～○○○○年○月○日 

償還方法 半年賦均等○回払い 

支払保証  

 

 

別紙様式第４ 

 

海外事業資金貸付保険・最終条件確認書 

 

独立行政法人日本貿易保険 御中 

 

住所             

氏名             

 

１．案件の概要 

（１） （略） 

（２）関係国 

貸付先国・事業地国  

保証国  

 

（３）貸付契約等の内容 

資金使途 
 

貸出者  

借入者  

借入者の 

支配関係 
出資比率  ％、役員派遣○人/  人中 

保証者  

貸付金額 

 
 

貸付金利率  

貸付実行時期 ○○○○年○月○日～○○○○年○月○日 

償還方法 半年賦均等○回払い 

支払保証  
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２．保険の内容 

保険の種類 海外事業資金貸付保険（貸付金債権等・保証債務） 

付保範囲・付保率 非常危険    ％ 信用危険    ％ 

保険期間 

○○○○年○月○日～○○○○年○月○日 

(決済期日が非営業日の場合は貸付契約等の定め

に従い、営業日を記入してください。) 

保険料率 

国分類  案件格付  

外貨建  特別非常危険  

その他の割増・割引  

保険料支払方法 一括払い、２分割払い 

金利計算方式 日割365日、日割360日 

金利起算区分 
両端Ａ方式、両端Ｂ方式、片端Ａ方式、片端Ｂ方

式 

特約（注）  

案件格付  

その他条件  

（注）外貨建対応方式に関する特約を除く特約。 

 

２．保険の内容 

保険の種類 海外事業資金貸付保険（貸付金債権等、保証債務） 

付保範囲・付保率 非常危険    ％ 信用危険    ％ 

保険期間 

○○○○年○月○日～○○○○年○月○日 

(決済期日が非営業日の場合は貸付契約等の定め

に従い、営業日を記入してください。) 

保険料率 

国分類  案件格付  

外貨建  特別非常危険  

その他の割増・割引  

保険料支払方法 一括払い、２分割払い 

金利計算方式 日割365日、日割360日 

金利起算区分 
両端Ａ方式、両端Ｂ方式、片端Ａ方式、片端Ｂ方

式 

特約（注）  

その他条件  

 

（注）外貨建て対応方式に関する特約を除く特約。 
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別紙様式第５ 

 

内諾案件の内容変更通知書 

 

年  月  日 

独立行政法人 日本貿易保険 御中 

 

内諾取得者 

住所             

氏名           印 

 

 

内諾書第３条の規定に基づき下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１．～５．（略） 

 

（注）１．「４．変更事項」又は「５．変更の理由」欄に記載しきれな

い場合は、適宜、別紙を作成の上、記載してください。 

２．変更を証する書類の写し及び内諾書を添付してください。 

３.～４． （略） 

 

別紙様式第５ 

 

内諾案件の内容変更通知書 

 

年  月  日 

独立行政法人 日本貿易保険 御中 

 

内諾取得者 

住所             

氏名           印 

 

 

内諾書第３条の規定に基づき下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１．～５．（略） 

 

（注）１．「４．変更事項」又は「５．変更の理由」欄に記載しきれな

い場合は、適宜、別紙を作成の上、記載して下さい。 

２．変更を証する書類の写し及び内諾書を添付して下さい。 

３．～４． （略） 

 

 
  



貿易保険に係る保険契約締結の内諾について・新旧対照表 

22 

 
新 旧 備考 

（参考１） 

 

内諾書 

 

番    号 

年   月   日 

 

申請者名 

 

独立行政法人 

日本貿易保険理事長名    印 

 

案件名に対する貿易保険（保険種）に係る 

保険契約締結の内諾について 

 

 

年月日付けで内諾の申請があった上記の件については、下記の条項及

び別記の内容により内諾します。 

 

記 

 

（本内諾書の性格） 

第１条 日本貿易保険は、本内諾取得者又は本内諾取得者が指定する者

から別に定める手続に従い、保険契約の申込みが有効期間内に行われ

たときは、別記の内容（最終条件確認書の提出を要する場合は当該確

認書の内容を含む。）で保険契約を締結するものとする。 

（参考１） 

 

内諾書 

 

番    号 

年   月   日 

 

申請者名 

 

独立行政法人 

日本貿易保険理事長名    印 

 

案件名に対する貿易保険（保険種）に係る 

保険契約締結の内諾について 

 

 

年月日付けで内諾の申請があった上記の件については、下記の条項及

び別記の内容により内諾します。 

 

記 

 

（本内諾書の性格） 

第１条 日本貿易保険は、本内諾取得者又は本内諾取得者が指定する者

から別に定める手続に従い、最終条件書の提出及び保険契約の申込み

が有効期間内に行われたときは、最終条件確認書の内容で保険契約を

締結するものとする。 

 

第２条～第３条 （略） 第２条～第３条 （略）  

（内諾の変更又は取消し） 

第４条 日本貿易保険は、次のいずれかに該当するとき又は第３条の規

定に基づく通知を受けたときは、書面による通知をもって内諾の変更

又は取消しを行うことができる。この場合、当該内諾の変更又は取消

しは、日本貿易保険が書面により通知した日から効力を生ずる。 

（内諾の変更又は取消し） 

第４条 日本貿易保険は、次のいずれかに該当するとき又は第３条の規

定に基づく通知を受けたときは、書面による通知をもって内諾の変更

又は取消しを行うことができる。この場合、当該内諾の変更又は取消

しは、日本貿易保険が書面により通知した日から効力を生ずる。 
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なお、日本貿易保険は、内諾の変更又は取消しによって本内諾取得

者の被る一切の損失及び損害の責めを負わない。 

なお、日本貿易保険は、内諾の変更又は取消しによって本内諾取得

者の被る一切の損失及び損害の責めを負わない。 

一 てん補危険に係る国（仕向国、貸付先国、技術等提供先国、支払

国、保証国、前払輸入契約の相手国、被保険投資の相手方の所在国

又は事業地国等をいう。以下同じ。）の政治、経済、社会等の情勢

の変化により、日本貿易保険が当該国に係る保険の引受けを停止又

は保留したとき。 

一 てん補危険に係る国（仕向国、貸付先国、技術等提供先国、支払

国、保証国、前払輸入契約の相手国、事業地国等をいう。以下同じ。）

の政治、経済、社会等の情勢の変化により、日本貿易保険が当該国

に係る保険の引受けを停止又は保留したとき。 

 

二 てん補危険に係る契約等（輸出契約、仲介貿易契約若しくは技術

提供契約（以下「輸出契約等」という。）、貿易代金貸付金債権等

若しくは海外事業資金貸付金債権等に係る契約若しくは借入金等

に係る契約（以下「貸付契約等」という。）又は前払輸入契約をい

う。）に関係する者（輸出契約等の相手方、貿易代金貸付若しくは

海外事業資金貸付の相手方、保証債務に係る主たる債務者、保証者

（ただし、被保険者を除く。）又は前払輸入契約の相手方等をいう。）

の信用状態の悪化又は悪化するおそれがあると日本貿易保険が認

めたとき。 

二 てん補危険に係る契約等（輸出契約等、貸付契約、前払輸入契約

又は海外事業資金貸付に係る貸付契約又は保証契約をいう。）に関

係する者（契約又は海外事業資金貸付の相手方、保証債務に係る主

たる債務者、保証者等をいう。）の信用状態の悪化又は悪化するお

それがあると日本貿易保険が認めたとき。 

 

三 （略） 三 （略）  

四 日本貿易保険がてん補危険に係る国の地域差料率（国分類）を危

険の度がより高いものに変更した場合であって、その変更時において

本案件が競争の状況にないとき又は日本貿易保険が当該国分類を危

険の度がより低いものに変更した場合であって、その変更時において

輸出契約等、貸付契約等、保証契約又は前払輸入契約が締結されてい

ないと日本貿易保険が認めたとき。 

四 日本貿易保険がてん補危険に係る国の地域差料率（国分類）を危

険の度がより高いものに変更した場合であって、その変更時におい

て本案件が競争の状況にないとき又は日本貿易保険が当該国分類

を危険の度がより低いものに変更した場合であって、その変更時に

おいて輸出契約等、貸付契約、前払輸入契約又は海外事業資金貸付

に係る貸付契約又は保証契約が締結されていないと日本貿易保険

が認めたとき。 

 

五～七 （略） 五～七 （略）  

（告知義務違反） 

第５条 本内諾取得者が保険契約者又は被保険者のいずれとも異なる

場合において、保険契約を締結した後に前条第７号に該当することに

よって、日本貿易保険に損失が発生したときは、本内諾取得者は当該

損失を賠償する責めに任ずる。 

 

（告知義務違反） 

第５条 本内諾取得者が保険契約者又は被保険者のいずれとも異なる

場合において、保険契約を締結した後に前条第七号に該当することに

よって、日本貿易保険に損失が発生したときは、本内諾取得者は当該

損失を賠償する責めに任ずる。 
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別記 

 

貿易一般保険（２年未満・基準外案件） 
 

１．案件の概要 
（１）～（２） （略） 

（３）輸出契約等の内容 
輸出貨物等  
輸出者等  
メーカー  

契約相手方 
 
バイヤーコード  格付  

代金支払者  
契約金額  
決済方法  

 
２．保険の内容 

保険の種類 貿易一般保険（包括保険［設備財・消費財・技術提供

・企業総合］、個別保険） 

保険価額 
船積前 非常危険  信用危険  

船積後 非常危険  信用危険  

保険金額 
船積前 非常危険  信用危険  

船積後 非常危険  信用危険  

国分類等 
船積前 国カテゴリー  国倍率 － 

船積後 国カテゴリー  国倍率 － 

付保範囲・ 
付保率 

船積前 非常危険  ％ 信用危険   ％ 

船積後 非常危険  ％ 信用危険   ％ 

その他条件  

 
３．～４． （略） 

別記 

 

貿易一般保険（２年未満・基準外案件） 

 

１．案件の概要 

（１）～（２） （略） 

（３）輸出契約等の内容 

輸出貨物  

輸出者  

メーカー  

契約相手方 
 

バイヤーコード  格付  

代金支払者  

契約金額  

決済方法  

 

２．保険の内容 

保険の種類 
貿易一般保険（包括保険［設備財等・消費財・企業総合

］、個別保険） 

保険価額 
船積前 非常危険  信用危険  

船積後 非常危険  信用危険  

保険金額 
船積前 非常危険  信用危険  

船積後 非常危険  信用危険  

国分類等 
船積前 国分額  国倍率    倍 

船積後 国分類  国倍率    倍 

付保範囲・ 

付保率 

船積前 非常危険    ％ 信用危険     ％ 

船積後 非常危険    ％ 信用危険     ％ 

その他条件  

 

３．～４． （略）  
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（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年 月  日 申請番号  
内諾書発行日 年 月  日 相談番号  
内諾有効期限 年 月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 
 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
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別記 

 

貿易一般保険（２年以上（Ｓ／Ｃ）案件） 
 
１．案件の概要 

（１）～（２） （略） 
（３）輸出契約等の内容 
輸出貨物等  
輸出者等  
（略）  
金利  

（略）  
 
２．保険の内容 

保険の種類 貿易一般保険（包括保険［設備財・技術提供］、個別保

険） 

国分類等 
船積前 国カテゴリー  国倍率  － 
船積後 国カテゴリー  国倍率  － 

（略）  
債務者格付  
（略）  

（参考）船積後の国倍率の欄は、包括保険の場合は記載しない。 
 
３．～５． （略） 

 
（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年 月  日 申請番号  
内諾書発行日 年 月  日 相談番号  
内諾有効期限 年 月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

別記 

 

貿易一般保険（２年以上（Ｓ／Ｃ）案件） 

 

１．案件の概要 

（１）～（２） （略） 

（３）輸出契約等の内容 

輸出貨物  

輸出者  

（略）  

金利条件  

（略）  

 

２．保険の内容 

保険の種類 
貿易一般保険（包括保険・個別保険） 

輸出契約・仲介貿易契約・技術提供契約等 

国分類等 
船積前 国分額  国倍率  倍 

船積後 国分類  国倍率  倍 

（略）  

 

 

（参考）船積後の国倍率の欄は、包括保険の場合は記載しない。 

 

３．～５． （略） 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
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新 旧 備考 

別記 

 

貿易代金貸付（貸付金債権等）保険（２年未満・基準外案件） 
 
１．案件の概要 

（１） （略） 
（２）輸出契約等の関係国 

仕向国  
（略）  

（３）輸出契約等の内容 
輸出貨物等  
輸出者等  
（略）  

（４）貸付契約等の内容 
貸付者  
貸付先国  

貿易代金貸付の相手方  
貸付金等の額  

（略）  
金利  

（略）  
 
２．保険の内容 

保険の種類 貿易代金貸付保険（包括保険・個別保険） 
 

国分類等 国カテゴリー  国倍率 － 
付保範囲・付保率 非常危険   ％ 信用危険     ％ 

（略）  
 
 

別記 

 

貿易代金貸付保険（２年未満・基準外案件） 

 

１．案件の概要 

（１） （略） 

（２）関係国 

仕向国・貸付先国  

（略）  

（３）輸出契約等の内容 

輸出貨物  

輸出者  

（略）  

（４）貸付契約の内容 

貸出者  

  

借入者  

貸付金額  

（略）  

償還金利  

（略）  

 

２．保険の内容 

保険の種類 
貿易代金貸付保険（包括保険・個別保険） 

輸出代金貸付契約・仲介貿易代金貸付契約 

国分類等付 国分類  国倍率     倍 

保範囲・付保率 非常危険     ％ 信用危険     ％ 

（略）  

（参考）船積後の国倍率の欄は、包括保険の場合は記載しない。 
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新 旧 備考 

３．～４． （略） 

 
（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年 月  日 申請番号  
内諾書発行日 年 月  日 相談番号  
内諾有効期限 年 月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

 

３．～４． （略） 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
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新 旧 備考 

別記 

 

貿易代金貸付保険（２年以上案件） 
 
１．案件の概要 
（１） （略） 

（２）輸出契約等の関係国 
仕向国  
（略）  

（３）輸出契約等の内容 
輸出貨物等  
輸出者等  
（略）  

（４）貸付契約等の内容 
貸付者等 （うち市中銀行： ％＝  ） 
貸付先国  

代金貸付の相手方等  
貸付金等又は保証債務の負担の額  

（略）  
金利  

（略）  
 
２．保険の内容 

保険の種類 貿易代金貸付保険（包括保険・個別保険） 
貸付金債権等・保証債務 

国分類等 国カテゴリー  国倍率 － 
（略）  

債務者格付  
（略）  

 

別記 

 

貿易代金貸付保険（２年以上案件） 

 

１．案件の概要 

（１） （略） 

（２）関係国 

仕向国・貸付先国  

（略）  

（３）輸出契約等の内容 

輸出貨物  

輸出者  

（略）  

（４）貸付契約の内容 

貸出者 （うち市中銀行：  ％＝      ） 

  

借入者  

貸付金額  

（略）  

償還金利  

（略）  

 

２．保険の内容 

保険の種類 
貿易代金貸付保険（包括保険・個別保険） 

輸出代金貸付契約・仲介貿易代金貸付契約 

国分類等 国分類  国倍率     倍 

（略）  

（参考）船積後の国倍率の欄は、包括保険の場合は記載しない。 
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新 旧 備考 

３．～５． （略） 

 
（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年 月  日 申請番号  
内諾書発行日 年 月  日 相談番号  
内諾有効期限 年 月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

３．～５． （略） 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
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新 旧 備考 

別記 

 

輸出保証保険 
 
１．～４． （略） 

 
（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年  月  日 申請番号  
内諾書発行日 年  月  日 相談番号  
内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

別記 

 

輸出保証保険 

 

１．～４． （略） 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  

 

 

 

 

別記 

 

前払輸入保険 

 
１．～４． （略） 
 
（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年  月  日 申請番号  
内諾書発行日 年  月  日 相談番号  
内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

 

 

別記 

 

前払輸入保険 

 

１．～４． （略） 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
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新 旧 備考 

別記 

 

海外事業資金貸付保険 
 
１．案件の概要 

（１） （略） 
（２）関係国 
貸付先国等  
事業地国  
（略）  

（３）貸付契約等の内容 
資金使途  
借入者等  
貸付者等  
保証者  

貸付金等又は 
保証債務の負担

の額 
 

金利  
償還方法  
支払保証  

 
２．保険の内容 

保険の種類 海外事業資金貸付保険 
（貸付金債権等・保証債務） 

付保範囲・付保率 非常危険    ％ 信用危険    ％ 

保険料率 
国カテゴリー  案件格付  

外貨建  特別非常危険  
その他の割増・割引  

特約（注）  

別記 

 

海外事業資金貸付保険 

 

１．案件の概要 

（１） （略） 

（２）関係国 

貸付先国・事業地国  

（略）  

  

（３）貸付契約等の内容 

資金使途 （参考）保証債務に係る案件に限り記載。 

貸出者  

借入者  

保証者  

貸付金額 

 

 

 

貸付金利率  

償還方法  

支払保証  

 

２．保険の内容 

保険の種類 
海外事業資金貸付保険 

（貸付金債権等、保証債務） 

付保範囲・付保率 非常危険     ％ 信用危険    ％ 

保険料率 

国分類  案件格付  

外貨建  特別非常危険  

その他の割増・割引  

特約（注）  
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その他条件  
（注）外貨建対応方式に関する特約を除く特約。 
 
３．～５． （略） 

 
（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年  月  日 申請番号  
内諾書発行日 年  月  日 相談番号  
内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

 

その他条件  

（注）外貨建対応方式に関する特約を除く特約。 

 

３．～５． （略） 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

 

別記 

 

海外投資保険 
 
１．～５． （略） 

 
（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾申請日 年 月  日 申請番号  
内諾書発行日 年 月  日 相談番号  
内諾有効期限 年 月  日 内諾番号  
内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 
 

 

別記 

 

海外投資保険 

 

１．～５． （略） 

 

（下記は、独立行政法人日本貿易保険側による事務処理用の欄です） 

内諾書申請日 年  月  日 申請番号  

内諾書発行日 年  月  日 相談番号  

内諾有効期限 年  月  日 内諾番号  

内諾申請者（担当部局、担当者）  

引受担当者（担当者）  
 

 

 


